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〔論　　文〕
「自治民育」の思想的重層
一井上友一と山崎延吉を中心に一
北　田　耕　也
一、問題の設定
　1908（明治41）年10月13日，「戊申詔書」が換発された。内務官僚・平田東助の発案による
ものである。
　「……朕ハ袋二益々国交ヲ修メ友義ヲ惇シ，列国ト共二永ク其ノ慶二頼ランコトヲ期ス。
……Xク上下心ヲーニシ，忠実業二服シ勤倹産ヲ治メ，惟レ信惟レ義醇厚俗ヲ成シ華ヲ去リ実
二就キ荒怠相誠メ自彊息マサルヘシ。……朕ハ方今ノ時局二処シ我力忠良ナル臣民ノ協翼二埼
籍シテ維新ノ皇猷ヲ恢弘シ祖宗ノ遺徳ヲ対揚センコトヲ庶幾フ。」
　これは，第一の段落で今後の日本が帝国主義列強に伍して発展すべき覚悟をのべ，第二段落
では，そのためには国家の政策に「上下心ヲー二」して協力し，勤倹に努め国富の増強を図る
ことが国民の課題であると諭し，第三の段落で，国家の核としての天皇制の位置づけをあらた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）めて前面におし出したものと解されている。
　当時，平田ら国家官僚は，日露戦後の日本を待ち受けているのは欧米列強との帝国主義的経
済戦であり，それに備えての国内体制の整備・強化を急がねばならぬと考えていた。
　かくして，日露戦費（17億円，これは明治36年度国家予算の約7倍にあたる）による財政破
綻の立直し，矛盾が顕在化していた市町村制（1888年施行）の改正，農村の地主的支配体制の
再整備等々，新段階の帝国日本に必要な財政的・経済的・制度的・人的基盤の再編成をめざす
官製運動が展開されることになった。
　内務省参事官・井上友一の進言に基き，桂太郎内閣の内務大臣・平田東助，内務次官・一木
喜徳郎ら内務官僚を主軸として推進されたこのとりくみは，1909（明治42）年以降全国の町村
吏員を集めて開催された地方改良講習会にちなんで，地方改良運動と呼ばれた。
　概括すれば一財政の立直しのために，町村合併，町村基本財産の設定・増殖，部落有林野
の統一，勤倹貯蓄，滞納矯正，が奨励され，産業組合の設立が推進された。
　部落有林野の統一は，明治21年の「町村制」によって，それまで7万有余存在していた村落
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共同体的町村が一挙に1万3千有余の行政町村に再編成されたものの，部落が従来から所有し
ていた共有林野は行政町村に統一されず，所有権はそのまま認められてきたものを改めようと
　　　　　　　2）したものである。
　部落有財産の統一は，町村財政の強化という企図だけではなく，一村一社を原則とした「神
社合併」（1906年）と同じく，人心統合の観点からも重視されたとみてよいであろう。県是→
国是へと上昇する土台と説かれた町村是の作成奨励も同様の意図をもつものである。
　「市制・町村制」の改正（1911年）の主眼点は，（1）町村長，町村役場の国家の出先機関とし
ての機能の確保，（2）国家による委任事務以外の町村行政に対する官の監督強化，（3）対議会関係
における町村長の権限強化，すなわち，町村の国家の出先機関化と照応し，町村長を通じた官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）僚支配の強化の3点におさえられている。
　産業組合の奨励は「報徳会」の設立推奨と結びついていた。これも，経済的側面とならんで，
報徳イデオロギー（分度・推譲）による人心統合への期待が背後にある。
　これらの「改良」と並行しその推進の役割期待をも負って，処女会，婦人会，青年会，在郷
軍人会等，諸団体の国家主義・軍国主義的観点からの再編成も促進された。
　ことに，日清・日露戦時の後援奉仕活動によって，かねて軍部・官僚の注目するところとなっ
ていた青年会は，旧来の「悪習」への汚染防止というネライも合わせた内務・文部両省の強力
な指導によって，国家目的に沿った修養・奉仕団体へと変貌をとげ体制内化していった。また，
日清戦後各地に発生した予備・後備兵と町村有志の親睦・後援組織であり，加入は任意制で
あった軍人会も，全国組織の帝国在郷軍人会に統合（1910年）され，陸軍大臣の監督下におか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）れて，軍国主義培養の基盤となっていった。
　また，これら諸団体の中核となって運動を推進した町村有力者・地方名望家の顕彰も盛んに
おこなわれた。これは，弛緩しつつあった農村の地主的支配秩序のタガのひき締めに資すると
ともに，一村一家・家国一致の家族国家観の注入と相まって，天皇制支配機構の再強化→帝国
主義的経済戦参加の基盤固めに連動している。
　地方改良運動は前述のごとく，極めて多面的なとりくみを展開した。注目すべきは，上から
の強力な官僚的統治の強化であったにもかかわらず，施策に対する，国民の下からの「自発的」
　　5）協力を引き出すことへの意図的な努力のあったことである。近代化の発展の度合いに応じた
政治的計算の所産である。
　「運動」の実質的活動の推進役であった井上友一は，地方改良運動とは，経済の開発と人心
　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　ヘ　　　へ　　　N　　　N　　　へ　　　N　　　N　　　ヘ　　　へ　　　N　　　　　　　N　　　s　　　N　　　N　　　N　　　N　　　N　　　sの開発を合わせて行うために，国民に自治の大切さを自覚させ，公共心を育成する運動である
と言い，そこに，世界各国の地方団体の問に生じた「民育問題」という術語を想起している（傍
点筆者）。「民育問題」とは，学校に止まらず，学校の外広く国民の訓育を目的とするとりくみ
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であり，「単に其人の為人を訓育するに止らずして，社会の為めに人を訓育するに在り。教化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）行政が自治の作用中最大の関係を有するは之が為めなり」というのである。この一点に引き
しぼっていえば，地方改良運動は自治民育運動であり，民育運動は官僚主導の国民教化運動で
あった。
　自治民育にたずさわった内務官僚は，平田，一木，床次竹二郎のほか，多士済々であるが，
中でも井上は，「運動」の提案者であり，多数の著作をもち，（すでにのべたように）自治民育
の実質的担い手であった。それを下から支えた民間のイデオローグも，青年団運動にかかわっ
た山本滝之助，報徳思想の鼓吹者・留岡幸助，農村自治の理論家・山崎延吉等，人材に事欠か
ない。ことに山崎は，全国にまたがる農村行脚・講演活動と体系的な著述を通して，「民育問題」
への貢献は著しく，井上も高い評価を与えていた。
　本稿は，直接的には，井上と山崎の自治民育思想，ことに自治のとらえ方と訓育の具体的方法
の比較的考察を目的としている。標題の「思想的重層」というのは，第一に，同じ官の中でも自
治民育をめぐる発想や重点の置き方には相違がみられる。それらと井上の思想との重層，第二に、
官を代表する井上と民を代表する山崎のそれとの重なり方という，二重の意味で使われる。
　この官・民呼応の思想的構造の考察は，国民教育＝教化の思想的特徴をとらえることに通じ
ているであろう。それはまた，教化に順応していった国民の内面的変容・もしくは内面的喪失
の考察といった問題にもまたがるはずである。
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二、井上友一「訓練・訓育」論の構図
　「今や我が国は，振古未曽有の戦捷を博して，兵力戦は一段の結了となりはしたものの，将
来に於ける戦争は民力の戦，富力の戦となって世界至る所の市場を戦場として起るや必然であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）る。之に対する準備は一日の楡安を許さざるものがある」。
　井上友一『欧西自治の大観』（1906年）にあることばである。日露戦終結の翌年，井上は早
くも来るべき新たな「戦」を予測している。　地方改良の発想がこういう状況認識から生まれ
たことはすでにみた。これは，「戊申詔書」第一の段落と重なる。第二，第三段落も，当然井
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上の視野のうちにある。
　同書で井上は，わが国自治制度の創設に際してはプロシアの制度を参酌することが少なくな
かったとのべつつも，「元来我帝国の自治制度は素と優渥なる聖旨に依る欽定のもの」である
と言い，「国民奉公の精神」，「公共の情誼」，「隣保相扶の美風」という点では，欧米にまさる
とも劣りはしない，とのべている。すでに対抗の気構えをのぞかせたものであろう。
　彼の，自治の観念や本質論議は，当然この「欽定」の枠を越えるはずがない。国家の進運を
扶けるために地方の公利・公益を全うするのが自治本来の作用であり，地方人民がそれに協力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）するのは，国家に対する大なる責任である，という。
　したがって，町村民に対する自治の訓練も，自治に関する狭い意味での単なる教育ではなく，
へ　　　N　　　N　　　N　　　s
国民の養成であり，今日，ヨーロッパ各国が力を入れて研究している問題は，「国民造成の問題」
である。井上はそう説いたうえで，地方今日の急務は，優秀なる国民と優秀なる地方自治団体
を多く造ることだと言っている。
　「優秀なる国民」とは何か。「活力有為の風あり，而かも其品性は崇高にして己れの職業には
好んで全力を傾け以て進歩発展を計り公の為めには私を捨て，貢献するの義気に富むを言ふ」。
そういう優秀な国民が協カー致の団結をなすとき，初めてそこに優秀な地方自治団体ができあ
がるのである。世界の国々が生存競争を戦わねばならぬ今日，最も大切な道徳は協同一致であ
り，それを養う場が地方自治団体である。1万2千の市町村自治団体は，国の基礎団体たるも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）のの責任を果せ。『自治之開発訓練』（1912年）の結びのことばである。
　以上のような意味を担う「自治」の訓練方法については，彼が，第1回地方自治講習会（1909
年）でおこなった講演（「自治訓練の方法」）にくわしい。
　この第1回講習会における挨拶や講演には，（以下でみるとおり）「運動」にかかわった各人
の，かかわり方，重点のおきどころ，一言でいって初心（原型）が明示されていて面白い。
　井上の方法談議にもどる。
　一、教育に依る自治の訓練方法
　二、人格に依る自治の訓練方法
　三、家庭に依る自治の訓練方法
　四、宗教に依る自治の訓練方法
　五、神社に依る自治の訓練方法
　六、歴史に依る自治の訓練方法
　七、監督に依る自治の訓練方法
　八、指導に依る自治の訓練方法
　以上の八つの方法のそれぞれに，外国や日本の各地・各村の模範的事例を引きながらくわし
く具体的な解説が加えられた。このうち，「歴史に依る」というのは，村のために功労のあっ
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た人の事跡を調べ，その人の墓を義墓として公費をもって保護し，「知らず識らずの間に感化
　　　　　　　　　　　　　4）を受けしめる」というのである。
　第2回講習会でも同じ題の話をしているが，ここでは，九に「協力に依る自治の訓練方法」
が加わって，これは第3回講習会でも変らない。彼の「方法」はこれで定まったものとみてよ
　　　　　5）いであろう。
　「協力」というのは，村民全体の力をさしていて，第2回目で町村民が登場してくるのだが，
結局これは村長がしっかりせねば，というところに落ち着く。国，地方当局，地域の名望家層
による上からの指導・監督という井上の発想は，後にみる床次竹二郎とやや対照的である。そ
れは，彼の生涯を通じて変らぬ姿勢であった。
　『自治之開発訓練』で，訓育事業は自治の重要な事業内容に位置づけられている。訓育とは，
「国民の力を造り，又社会の活力を増さうといふのである」と規定されている。それは単に学
校内の問題ではない，学校の外における教育問題すなわち社会教育である，という。
　訓育事業は以下のごとく五つの事業とのかかわりを通して考察されている。
　第一は普通教育との関連である。活力ある国民をいかにして育てあげるか。学校園や学校付
設の工場等での「実際教育」を通した「実際的国民」の養成が大切であり，自治心の養成，愛
郷心の育成について，自治団体との連絡を密にする必要があると言っている。
　第二は実業教育との関連である。補修教育によって生産を増し，活気ある青年を育成しなけ
ればならない。学校の社会的利用による農家の主婦の訓育も重要である。
　第三は通俗教育との関連である。図書館，講演事業の必要性が説かれ，「大学展開事業」は
最も大切なものとされている。
　第四は矯風事業との関連である。風紀問題，節酒制度，女子の「節操」が問題にされ，青年
の訓練が重ねて強調されている。
　第五は娯楽事業との関連である。ここでは，娯楽というよりリクリエーションというのが適
切ではないかといい，美育の必要が説かれ，天然物の保存は愛郷心の発露とたたえ，建物の美
観をそこなう広告取締の励行を勧め，演劇に関する英独の制度を紹介して，「娯楽が健全にし
て且つ優秀なれば其国民は興り娯楽が風俗を害し人命を傷ふに至れば其国は亡びる」と結んで
　　6）
いる。
　『自治要義』（1909年）でも，庶民教育（社会教育）の重要性が説かれているが，ここでも欧
米の状況をひきあいに出しながら，八つの事業をあげている。
　一、図書館事業
　英・米・独の状況をのべ，わが国図書館の起源に及び，「図書館を以て地方教化の中心とな
　　　①すの気運」がしだいに高まってきたとのべて，図書館をいかに活用して民育の中心となすべき
かを，研究課題としている。
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注①　たとえば，佐藤善次郎『最近社会教育法』（1898年）は，これより早く博物館とともに図書館が
社会教育上必要な機関であるとして，「山村僻村に至るも一村一ヶ処位の図書館」を設けることを説い
ていたが，これも英米がモデルになっている。小川利夫監修『社会教育基本文献資料集成』大空社　第
1巻所収　171頁）
　二、展覧館事業（博物館，美術館）
　図書館に次ぐ庶民教育の中心事業と位置づけている。
　三、簡易講習事業
　独，米の状況を紹介したうえで，わが国の青年会，夜学会，子守教育，壮丁教育，下碑学校
の類は皆これ一種の簡易講習事業であるととらえ，将来，工業・農業その他各種の業務につい
て簡易講習を施すのは庶民教育上の良策として推奨している。
　四、復習保護事業
　学校の放課後または休暇の時間に，児童に復習の便利を与えこれを保護する事業である。近
年，米国のボストン市がこれに力を入れるとともに父兄との連絡を密にしているとのべて，こ
れは，子どもの教育の状態を親に知らせるのに好都合だからだとしている。
　五、学校装飾事業
　これも米英の実例を引くとともに，わが国でも日露戦争の記念にその地方の名誉ある戦死者
の遺物を集めたり，郷土の偉人功労者の遺物を学校に供えたりしているのは，装飾と修養二つ
を兼ねた良い事業だと言っている。
　六、公開講演事業
　その目的は二つある。一は，普通教育を一般成年者に普及すること，一は，高等教育の利益
を一般人民に了得させることとして，前者についてはアメリカの，後者についてはイギリスの
大学開放の歴史と現状が紹介されている。わが国については，「現今東京市が近く公開講演を
開設したる外未だ公螢の事業として特に観るべきものあらず」。
　七、感化教育事業
　欧米諸国が力を入れている不良少年感化教育も，広義の社会教育事業である。これは犯罪の
予防というにとどまらず，少年を訓育して良民と化すのは社会公益上必要なことだと考えられ
ているからだ，という。わが国では，統計上，5万人を超える不良少年がおり，この事業の必
要性が増大している，としている。
　八、善行表彰制度
　一種の訓育事業として表彰制度を位置づけ，制度の整っているフランス，さらにドイッ，ベ
ルギーの事例が示されている。表彰の目的は，「一善を奨めて万善を求むるに在りて風俗を敦
厚ならしめ人心を興起するの一策」というのである。
　このように，井上の国民教育論は，ひろく欧米諸国の歴史と現状をふまえたうえで，わが国
の事情を勘案して目下の急務を説くというもので，体系的・論理的な構図がきわ立っている。
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　注目すべきは，その「庶民教育」の，行政全体の中の位置づけである。それは，「教化行政」
の中の「第三項」に位置づけられており，「教化行政」は，さらに上位概念である風化行政の「第
1欺」なのである。広い目くばりをもつ論理的な訓育論が，「風化」というあいまいにみえる
概念に包摂されるのは，一見奇異の感がある。
　しかしそうではない。「風化」（行政）とは，「広く国民の訓育並に其風気の善導に関する諸
般の施設を包含」するもので，教化行政，風紀行政，娯楽行政，奨倹行政を含む包括概念なの
　　　7）である。入念に考えつめた訓育策の町村民への広く深い滲透を図ろうとする時，それを関連
する他の施策と密接に連繋させておくことは必要・当然のことに違いない。これは極めて合理
的な思惟の所産である，といってよいのではないか。
　井上は，「風化」という概念に格別の重きを置いている。『救済制度要義』（1909年）では，
次のように説明している。「欧米の学者は尋常普通の教育以外に於て一国風気の善導に関する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）社会的制度を綜括し之を名けて『国民風化の事業』と謂ふ」。彼が究極の目的としたものは何
か。「吾人が我邦に於て社会の風化を目的とする諸般制度の整備を唱ふる所以のものは蕾に国
民各階級の間に於て融和協同の美風を成さんことを欲するのみに止らず更に進んては社会の各
階級を通して良国民に必要なる一般風気の興起に努め以て国運の発達を翼けんことを期するに
　　9）在り」。同書の結びにあることばである。
　以上のごとく，井上の自治論は義務の観念を基に展開されており，目下の急務の一つに算え
た優秀なる地方自治団体を造るための町村民に対する訓練は，上からの指導に力点が置かれて
いる。社会教育は「風化行政」の中に位置づけられ，その目的は国運の発展を支える良国民の
形成（訓育）にあった。そして，（その限りにおいて），訓練論・訓育論ともに体系的・論理的
である。
　その特徴は，「運動」にかかわった他の官僚の主張と比較する時，一層明度を増すであろう。
次にそれをみる。
　まず平田東助である。
　彼は第1回地方改良講習会における訓示で，講習会を開くに至った理由と地方改良の範囲（と
りあげる問題群）に言及している。
　国家の発展は地方自治の発展に拠る。しかるに自治制施行後20年を経過したにもかかわらず，
1万2千の町村中「良町村」は指を屈する数種しかないありさまであって，改善は急務である。
ことに財政の整理を急がねばならない。その整理改善を促す監督指導の任に当る者を作り出す
ことが講習会を開くに至った理由である，という。改良事業の範囲は，自治事業のこと並に財
政整理，経済殖産，訓育風化，勤倹貯蓄の奨励であるが，これは結局経済と道徳問題に集約さ
れる。平田が，「運動」にかけた期待，彼のかかわり方はすでにここに明示されている。以後，
彼は産業組合の発展に力をつくし，経済と道徳の結合を説きつづけるのである。
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　平田と杉山孝平の共著『信用組合論』（1891年）は，わが国協同組合史上最初の体系的著作
といわれている。彼は，明治4年11月，岩倉大使一行に従って横浜を出発，当初はロシア留学
を希望していたが，ベルリンでさきに留学していた品川弥二郎らの説得にあって留学先をドイ
ツに変更した。当時ドイッは産業革命の進行中で，大工業が勃興する反面，手工業者・小生産
者は疲弊していく状態にあり，その保護対策として社会政策的観点から慈恵的組合が創設され
た。シュルッェ・デーリッチュはそれに限界を感じ，協同組合は組合員の相互扶助によるべき
だとして，信用組合の設立を唱導し，自立的な協同組合を作ろうとした。平田がドイッでみた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）組合は，このシュルツェ指導の協同組合であったという。
　若い日の見聞が『信用組合論』に反映している。伊東勇夫は，同著を一貫する思想は，国家
の基底である下層・中産階級の健全化であり，富国強兵基盤の堅持であり，また治安の維持ひ
いては国家の発展という思想であった。それは，「信用組合法」案が産業立法ではなく，内務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）省提出であった点にもあらわれている，と言っている。
　品川弥二郎との共i著『信用組合提要』（1896年）は，農商務省の調査にもとつく農家の所有
田畑の統計を引いている。それによると，1町5段以上の田畑を所有するもの・1割4分7厘，
一町5段以下8段以上・2割9分4厘，「その他は皆8段以下を所有する小農なるを知るべし」
とある。商工社会についてはまだ統計がないが，かなりの資本を所有するものは1割にみたず，
他は皆小商工であって，その差は農業社会より甚だしいのではないかと推定している。
　これは将来国にとって危険なことになりはすまいか。それを防ぐためには，無産者でも容易
に資本を利用できる対人信用の機関を設けて，その生産力を高める以外に道はない。「対人信
用の機関とは何ぞ，信用組合是れなり」。ここにも，「治安維持と国家の発展のための」という
　　　　　　　　　12）存念が示されている。
　「産業組合法」の成立は1900年2月，以後同法により，信用，販売，購売，生産の4種の組
合が，報徳社の組織や報徳思想との結びつきを強めるかたちで，各地に設立されていく。平田
　　　　　　　　　　　　　　②のいう経済と道徳の直結である。
注②　井上亀五郎『農民の社会教育』（1902年）も共同組合の設置に期待を寄せつつ「農事上の組合が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　はったつ設けらるるに至らば田舎農民の共同心は既に発達せられたるものにして是と同時に彼等の生活は一般に
ご　しょ－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こ　けん高尚に赴き優美になり従ひて彼等の品格は一層に昂軒するに至るべし」と，道徳的な見地を強調して
いた（小川利夫監修『社会教育基本文献資料集成』第1巻　前出　137頁）
　平田は第2回「講習会」の開会式でも訓示をのべている。国民の智徳を養い，産業の発達を
促すこと，この2点が戦後経営の急務であるという。産業の発展は，地方の事業の改良より始
めねばならぬ。智徳の養いとは，「一人たりとも浮浪の民なからしむることを期すことに在る」。
　平田は「2点」といったのだが，「智徳」は結局，産業の発展＝国力の増強という目的意識
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に収敏し統合されるかたちになっていることに注目したい。
　それはすでに『信用組合論』にみえる発想である。ここで信用組合の性質を論じて，中産以
下の人民は，「人身上の徳義を合して生産の進歩を計るの外道あるべからず」という。「何とな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13　れば，人身上の徳義，即ち勤倹，励精は中産以下人民の最重要なる生産力なればなり」。
　内務次官・一木喜徳郎は第1回「講習会」で，「自治の本義」と題して講演を行なっている。
彼はここで，わが国の自治の由来は欧米と異る，というところから説き起している。明治の初
年以来，万機を公論に決すという大方針は定まっており，それによって憲法政治も自治制の施
行も行なわれたのであって，これは明治天皇の大御心から出たものである。自治制度は，団体
をして自営せしめると同時に名誉職をして行政を行なわせるという二つの思想に基づいている
が，それも，陛下を翼賛し奉って国民が国家の進運を扶翼して行かねばならぬという根本の必
要に発しているのであって，自治が国家に対する独立を意味し，国民の権利であって義務では
ないという考えは誤認である。「是非に此の如き思想を，自治の外へ，全く駆逐しなければな
らぬと思ふ。」
　このような一木次官の自治観は，第3回「講習会」でも表明されている。自治制をもって立
憲政治の基礎となし，人民の政治思想を養成するために必要とみるような見解があるが，それ
は真髄を得たものではない。自治制は，国家の進運を維持するために必要欠くべからざる制度
なのである。この国際競争の時代にあって世界において優勢な地位を占めるためには，単に国
内の安寧秩序を保つというような政策とは異った政策が必要である。少数の治者の力では到底
対抗できない。官民朝野挙国一致の力が必要である。この必要が，自治制の基礎となると確信
する，というのであった。
　第3回講習会における内務省地方局長・床次竹二郎の講演「地方当局の心得」は，前二者と
かなり発想が異っている。彼はここで，町村民を説教や規則ぜめにするのではなく，気風（自
主性）を導くことが大事だと説き，社会教育を重視する考えを示している。一木は権利論を警
戒し，納税は兵役に等しい国民の義務であると強調したのであったが，床次は社会教育を通し
て町村民の知識が進めば，何事も規則がなくても令せずして行なわれるはずである。権利・義
務のようなことを教えるのはどうかという議論もあるが，もはや恐れを抱く必要はない。なる
べく早く，町村民に公民たる権利・義務を教え込んでいくことが必要であって，青年会などに
そういう知識も注入すべき時機になっている。納税なども上からただやかましく言ってもうま
くはいかない，とのべたのである。
　「気風を導く」という床次の強調点は，彼の著書『地方自治及振興策』（1912年）ではもっと
明瞭にのべられている。彼はここで，地方当局者の心得として，よけいな世話をやきすぎぬこ
とと言っている。地方自治の将来についても，地方分権の主義によってますます地方に自由活
動の余地をあたえ，ささいなことまで許可，報告させるという形式にこだわった書面上の監督
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　　　　　　　　　14）を廃せ，と言っている。
　以上のように，三者の「運動」へのかかわり方や強調点にはかなりの違いがみられる。経歴
や資質の相違といってしまえばそれまでだが，それを，地方自治制度が出発の当初からはらん
でいた矛盾の明治末年における激化（それは，近代化の矛盾の激化とも重なっている）という
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　｝　　　N　　　N　　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s　　　N　　　N　　　へ共通の課題に対する各人の身構えの相違とみるとき，違いは分離に向うのとは逆に，相互に密
N　　　N　　N　　　コし　　マし　　s
接に支え合う関係を結ぶことがわかる。
　自治と呼べる体制が整えられたのは，1888年に市町村制が公布されて以後のことである。言
うまでもなく天皇制国家機構を支えるための「創出」であったが，そのために同時に，基礎単
位としての村落を安定させるために，伝統的な共同体秩序の「温存」を計らねばならぬという
　　　　　　　　　　　　　15）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　・　、　、矛盾をかかえこむことになった。それは，同制発布の際の上論文が「…隣i保団結ノ旧慣ヲ存
N　　　　N　　　　N　　　　N　　　　N　　　　N　　　　N　　　　N　　　　も
重シテ益之ヲ拡張シ」（傍点筆者）といっていたところにも示されている。この問題は，見方
を少しずらせば，資本主義化の進展と前近代的な社会的・人間的諸関係の維持の矛盾という問
題と重なる。明治末年にいたって縫合のホツレは誰の目にも明らかであった。
　報徳社と結んだ信用組合への平田の肩入れは，資本主義の発展にともなう貧富の対立の激化
を国家の危険とみての対応であることはすでにみた。自治が地方の「独立」に通じては天皇制
国家の土台がゆらぐ。一木の義務のことさらの強調は，当時生じていた権利の観念の増強に対
する警告に違いないし，床次が青年に権利・義務を教えてもよしとするのは，時代の進展をよ
みとって，その「公民」という枠の中でのバランスをとることを上策と考えたのではなかった
か。
　三様の相異が密接に支え合う「関係」を問題にしたが，三者には別に端的な共通項がある。
それは，それぞれの相異の内にみられる合理的な思惟である。
　　　　　　　　　　　　　N　　　N　　　N　　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　N　　　N　　　｝　　　N　　　ヘ　　　へ
　平田は，報徳社の旧組織にそのまま乗ったのではなかった。その組織に大改良を加えるのは
急務であると考えていた。「之を改良するの方法は他なし，社員の自助，自治の精神を振作し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あまね慈恵的資本に依頼するの念を断ち，営利資本を利用して低利の資本を普く社員に貸附するに
　16）あり」というのであった。自治制の施行が明治初年に定まっており，すべて明治天皇の大御
心から出たものだとの一木の強弁は，当時にあっては権利論を塞ぐ最も有効・巧妙な発言で
あっただろう。強制や監督を自制して町村民の自主性を導くという床次の主張にしても，彼の
深意は，「経済学で言えば，力を用ゐずして仕事をやってゆく方法」なのであった。三人に共
　　　　　　　　　　　　　　へ　　　s　　　s　　　N　　　N　　N通のこういう合理的な思惟は，政治的合理性と呼ぶことができよう。それは，井上友一の所論
　s　　　N　　へ　　　N　　　s　　　N
の論理的整合性とやや性質を異にするものと思われるが，ここでも両者は分離するのではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　s　　N　　　へ　　s　　　s相違を生かしながら二つが合体重層して，彼らが当面した問題の多面性に応ずる官僚的合理性
を形成しているのである。
　井上友一は，上からの指導に長じた官僚的合理主義の権化ともいうべき人物であった。それ
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は，1919年6月2日，「郡市区長会議」で行なった訓示にも明らかにみてとれる。「最後に町村
自治が国民生活の安定を得せしめ，自治の精神を養ふの基礎たるに想到し，重ねて莚に其監督
指導に関し，特に郡長各位の一考を求めんと欲す…」とのべてこれにつづくことばは，要する
に，各町村の現状を明らかにしたうえでそれぞれの現状に適した個別指導を行なえ，というの
である。事務の渋滞を指導するにしても，まずその原因を確かめよ，適材が怠けている場合も
あろう，有能者が配置されていても誠実を欠いていることが原因のこともある。町村により時
により原因は違うのだ。したがって監督・指導の方法も自ら違ってこなければならないはずだ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）しかるに，このことが充分に行なわれていない，というのであった。
　官僚的合理主義者の面目躍如たるものがあろう。これは死の10日前，彼の最後の訓示であっ
た。
1）井上友一『欧西自治の大観』　井上会編『井上博士と地方自治』　前出所収　22頁
2）井上友一『自治要義』　前掲書所収　33頁
3）井上友一「自治之開発訓練』　中央報徳会　416頁
4）内務省地方局編『地方改良事業講演集上』　1909年　75頁
5）同『第2回　第3回　地方改良講演集上』　1910年　98頁
6）『自治之開発訓練』　前出　228～287頁
7）井上友一『自治要義』　前出　75頁
8）井上友一『救済制度要義』　昭森社　1936年　復刊　320頁
9）前掲書　548頁
10）伊東勇夫「黎明期の道標」『協同組合の名著』第1巻　家の光協会　1970年　所収解題410頁
11）伊東勇夫　同右　413頁
12）平田東助　品川弥二郎『信用組合提要』『協同組合の名著』第1巻　前出　195頁
13）平田平助　杉山孝平『信用組合論』『協同組合の名著』第1巻　前出所収　33頁
14）床次竹二郎「地方自治及振興策』　実業の日本社　58頁
15）橋川文三「明治政治思想史の一断面」　日本政治学会年報『政治思想史における抵抗と統合』
　　1963年　所収　97頁
16）平田東助　杉山孝平『信用組合論』　前出　102頁
17）井上会編『井上博士と地方自治』　前出所収　27頁
18）近江匡男編『井上明府遺稿』　1920年（非売品）　208頁
三、山崎延吉「化育・成生」論の骨格
　山崎延吉は，1897（明治30）年に東京農科大学を卒えた後，1901年7月から20年11月まで，
愛知県立・安城農林学校の校長であった。彼が「運動」に深くかかわったのはほぼこの時期に
あたる。その農村行脚は明治32年頃から始まっているが，活動範囲は極めて広く，国内はもと
より朝鮮，台湾にまで足を運んでいる。生涯にわたる講演回数は5千数百回，著書・講演記録
の総頁数は1万5千余頁に及ぶといわれているが，その内容は，農村自治の研究　農村（民）
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教育，農学経済の研究に大別されよう。
　山崎も第1回「講習会」で講演を行なっている。その「地方改良談」もまた，「運動」にか
かわるかかわり方の彼の初心・原型を示すと同時に，井上の「訓練・訓育」とは異るその方法
を予告している。
　彼はここでいきなり，「地方改良」にかかわる人の心得から話を始めた。それも一首の歌に
託してである。
　目に見せて口で話してして見せて
　　やらせて褒めな出来ぬものなり
　山崎はこのあとでいくつかの具体的な事例をあげていく。たとえば，三河国額田郡幸田村の
荻谷補習学校が改良の中心になった話である。校長が人物で，学校の感化がひろくその地方に
及んだという。また，尾張東春日井郡瀬戸町の場合，一地主の奮発によって小作人とのながい
対立が解けて，「畜生のやうな人間共がより集って居ったものが，今日は本統の人間になった
のでありますから，著しく改良されたる地方の事業と思ふ」というのである。結びはふたたび
「運動」の心得である。ここでは「当て板」というたとえ話をしている。座敷内に釘を打つ時，
傷がつくのを避けるため板をあてがっておいてその上から叩く。それが「当て板」である。同
じように，「改良」「改良」と直接言うのではなくて，よその進んだ事例をみせて，なるほど「改
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）良」が必要だと思わせるようにすることが大事だ，というのであった。
　ここから引き出せることは　　学校や教師の指導力，地主の徳のはたらきへの期待である。
それも直接的な説得ではなく，自然の「感化」が大事だということである。「当て板」のたと
えは，床次のとなえた「気風を導く」ということ，山崎が別のところで使ったことばでいえば，
「応化」への着目である。ここに，山崎自治民育の「原型」がみえる。
　山崎は，窮民が増え地主の数も減っていく農村の現況につよい危機感をもっていた。『農村
自治の研究』（1908年）で，統計によれば近々十数年のうちで税金の滞納処分を受けた者が多
い時は5万6千人，少い時でも千4百人を下らぬといい，しかも滞納金額は平均一人26銭から
5，60銭内外に過ぎず，最も多額というものも僅か1円位にすぎない，と農村の窮状を記して
　　2）いる。農村を「国体の藩屏」と称えていた山崎にとって，「農村の改良，農村の建設は，実に
　　　　3）国家問題」であった。
　彼は農村自治の発達をさまたげている原因として，今日の自治制がわが国固有の制度の発達
したものではなく，プロシアの制を採ったことに不満をもらしている。何事もこの国に同化せ
ぬうちはだめな国柄であるというのである。このほか，山崎は官僚主導に批判をもっており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）行政指導よりも教育が大事だと言っている。
　彼がわが国固有の制度として注目すべき価値あるものとしたのは，江戸時代の五人組制度で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　N　　　N　　　s　　　N　　　へ　　　N　　　s　　　　　　　N　　　N　　　N　　　Nある。それが，自由を束縛しすぎた弊はたしかにある。しかし「共済共助の観念や，隣保団結
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う　　ヘ　　へ　　N　　s　　N　　N　　N　　へ　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　へ　　s　　N　　N　　N　　　　｝　　s　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　l　　への習慣を養成することに於ては，今日に於ても尚ほ学ぶべく，適用すべきものが多々ある」
（傍点原文）というのである。
　山崎は，この制度は古き沿革を有し，そこには聖旨が伏在するといっている。「史を按ずるに，
成務天皇が国郡に長を立て，縣邑に主を置かれて以来，孝徳天皇の戸籍を造られ，50戸を里と
し，里毎に長一人を置き，凡そ戸皆五家相保たしめ，一人を長とし相検察せしめられたる，五
保の制が変じて五人組制度となり徳川幕府の末に至るの間，正に千数百年に垂んとす。加ふる
に血統を同ふする民族祖先を一にする国民なるに，治民に便利なる制度を以てしたることなれ
ば，一致の美風協同の良俗，其の因て来る所遠しと云ふべきである」。
　これが山崎のいう伏在する「聖旨」の意味であり，自治にかかわるわが国の「美風」「良俗」
　　　　　　　　N　　へ　　N　　N　　N　　N　　ぬ　　N　　｝　　　　　N　　ヘ　　へ　　N　　N　　N　　’　　へ　　N　　s　　N　　N　　へ　　　　　N　　N　　N　　N　　へ　　N　　N　　N　　Nはそこに基づく。「されば斯くの如き国に於て自治制がよくゆかずとか，町村の自治が出来ぬ
s　　N　　N　　s　　N　　　　　N　　N　　N　　s　　N　　N　　N　　N　　N　　　　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　s　　N　　N　　へ　　N　　s　　Nとかいふは，誠にあるべからざる，又あり得べからざることではなかろうか」（傍点原文）と
　　　　　　5＞いうのであった。
　以上のように一井上の自治論が，対外競争の激化の予測と欧米の諸制度の比較研究という
外へ向った目を内へ反転させたのに対して，山崎のそれはわが国の過去の歴史とその「美風」
「良俗」を探り，その温存・発展を現在に期待せんとするものであった。対照的である。
　つぎに，自治確立の方法論議を見てみよう。それは，以下のように展開された。
　一、町村是の確立
　「要するに村をよくし，村を富まし，村を平和にするには如何にすべきかを，調査の成績に
　　　　　　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　N　　s　　　　　　　N　　N　　N　　N　　　　　へ　　s鑑みて考案し，斯くの如くなし，斯の如く行はねばならぬと決定するのが，即ち村是の確定で
ある」。このあと彼の駄目押しは督励機関の確立（村長の力量に期待している）と，五年乃至
十年目ごとの更新である。町村是が実行されないのはこれを忘れるからだ，と言っている。
　二、産業組合と講
　産業組合の活動は中産以上のものの経済を豊かにするばかりでなく，これに道義心を与える
ものであるから農村自治の好手段であると推し，講も，「五人組」の余習が抜けず隣保の関係
がまだ残っている今日，これを育て「当年の美風」を失なわないようにすべきだと言っている。
　三、報徳結社
　「之を産業組合に比すれば，組合では経済より道徳に進むことになり，報徳では道徳より経
済を行ふといふのであれば，つまり其の主意目的とする所は同一」であるとして，これほど農
　　　　　　　　　　　　　　　6）村の救済に適したものはないとした。
　四、農会の活用（附教育会）
　各種農業団体の根源として町村農会を位置づけ，これを基に市郡農会・府県農会・帝国農会
と積み上げている。そして，注意事項の中で，農会に尽力しなければならぬものは地主である。
一13一
もし佛・法・僧が宗教上の三宝ならば，農業・農会・地主は農村の三尊であるべきだと言って
いる。
　五、農事改良の事業
　本業の主なものとして，耕地整理，共同苗代，年中行事，農業倉庫をあげ，どんなに有利な
事業であってもそれを自治発達の手段とする考えでやらねばならぬと注意している。ここで，
教育会も農村自治の観点からみて重要なものであるにもかかわらず，まるで活動していない，
と嘆いている。戸主の会，母の会，青年会，少女の会等，村内社会教育の団体が生まれている。
ぜひとも町村教育会が世話役となるべきだがそうなっていないとすれば，町村小学校長が不熱
心であるか小学校教員が活動しなかった証拠であり，禄盗人の汚名を着せねばなるまい，とき
びしい注文である。
　六、地主と小作者の和協
　地主は「地親」，小作者は「子作者」と呼んで，地主と小作が親子のようにならなければ一
家一村の安寧はない。ぜひとも地主と小作の和協をはかって，農村自治をすすめる手段としな
ければならない，という考えである。
　七、矯風共済の施設
　敬老会，戸主会，婦人会，青年会，少女会，卒業生会等，これらはすべて矯風会として括ら
れ，どんな目的の団体であっても，矯風というからにはいずれも自治の進歩を促すものだ，と
把握している。そして，自治という以上，共済の施設がなければならぬはずだとして，各地の
組合規約の紹介につとめている。
　八、有志家の団結
　有力者の向背が一村の自治に及ぼす影響を各地の実例をあげて説き，有志の団結がなければ
自治の発達も進歩もできるものではない，と断定している。
　自治発達の手段を論じたくだりは，次のように結ばれている。
　「…随分巧妙なる手段もあらう，面白い方法も出ることであらうが，吾輩は飽くまでも，法
の精よりも，手段の巧妙よりも，人の精力によりて，其の効果を信ずるのである。之れ農村自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）治の進促をいたす手段を講ずるにあたり，黙して止む能なざる所である…」。
　山崎の農民教育論ことに方法の問題を『農村教育論』（1914年）によってみよう。
　彼はまず，教育の方針が的確にならなければならないという。彼の意見の第一は，「国家的
人物と地方的人物の養成」という二つの意義が区別されたうえで認められなければならぬとい
うのであった。すなわち，地方にふみとどまって家業を継ぎ，祖先の祭をたやさぬようにする
側と，村を出て他の職務に従い国家の用をなす側との教育の区別である。換言すれば，「相続
人教育と次三男教育」の方針を区分しなければならない，ということである。我国は家系を重
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んずる家族制度の国であって欧米諸国と国柄を異にしており，したがって，「家系を相続して，
皇室と運命を共にすべき人の教育」と次三男の教育とは違わなければならぬはず，というのだ。
ただし，相続者は必ずしも長男に限らなくてもよい，としている。
　第二の方針は，「農家婦人の教育及女子教育」がもう少し重くみられ，主義方針も明瞭にな
らなければならぬ，というのであった。農家の婦人にたいする教育が認められず，また「多数
下級民の子女」が工場生活で使い棄てにされているようなことは，人道上からみても許すべか
らざることだ，と言っている。
　このように，二つの教育の区分をし，婦女子の教育をもう少し重視するという前提を置いた
うえで，家庭教育，学校教育，社会教育を貫く統一された方針がなければならぬ，それは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）「忠良にして健全なる向上的の国民」の養成ということだ，としている。そしてこの点は，社
会教育の目的を「国運の発展を支える良国民」の形成においた井上と合致している。
　教育訓練の内容は，六項目に分かれる。
　一、体育と其訓練
　二、智育と其訓練
　これは，政治的智育と訓練以下，法律的，経済的，衛生的，移民的，技術的の六つの内容を
含む。
　三、徳育と其訓練
　特に農民が修得せねばならぬ道徳として以下の八つをあげている。
（1）犠牲的行為一公共心
（2）愛郷的行為一愛国心
（3）報恩報徳的行為（祖先崇拝）一報恩心
（4）愛業的行為一愛業心
（5）協同的行為一協同心
（6）自助的行為一自助心
（7）奮闘的行為一克己心
（8＞美化的行為一美化心
　四、向上育と其訓練
　「之を要するに小我を棄てて，大我に生き，私に執着せずして，奉公の精神に富むべく勤め，
一時の生命に拘泥せずして，永久の大生命を見るの見識を養ひ，人の殿誉を苦にせずして，神
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）の裁判を待つの心得を得せしむることが向上育と其訓練に於て尤も肝要のことである」とした。
　五、娯楽育と其訓練
　その内容としたのは，
　（1）娯楽の意義
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　（2）娯楽の種類と其影響
　（3）娯楽の方法並に機関
　（4）娯楽と道徳及経済との関係
　（5）文明と娯楽との関係
　である。
　六、宗教育と其訓練
　その内容としたのは，
　①宗教の話を聞くこと
　②宗教の図書を読むこと
　③真の宗教家宗教熱心家に接すること
　④宗教の研究をすること
　⑤喜怒愛憎の至極に際し，練想すること
　⑥常に歓喜快感の念に離れざる様工夫すること
　⑦深山幽谷又は銀難の地位に身を置いて見ること
　⑧寂輿，孤独沈静の境界に立ちて見ること
　⑨煩悶，苦悩，悲境と戦って見ること
　⑩発心せし人に接して悟りを開くこと
　である。
　山崎の訓練論で注目すべきは，以上にみた内容よりも，訓練の方法・手段に関する考えの独
自性にある。特異性と言ってもいい。前もって言えば，もっとも意を用いねばならぬことは，
教えを立てず，言挙げせず，というのである。以下にそれをみよう。
　その方法・手段は三つに大別される。
　その一は，「耳よりする方法」である。
　ここで問題にしたのは，
　①　出席の勧誘
　②　講師の選択
　③　主催者の用意
　④講師の心得
　に分けて，各項目ごとに農民の耳をとらえる工夫がのべられている。項目ごとの紹介は省く
が，「講師の心得」の一部を引けば全体の様子は察せられよう。
　「夫れ凡愚を離れて教化はない者である。愚なるが故に講習講話の有益なるを知らぬのであ
るから，斯る徒輩に向っては，益熱烈なる努力を輸さねばならず，未だ聴聞に訓練を経ざる者
共であるから，不真面目であるは当然と思ふて，益不撹不屈の気根と親切が尽くされねばなら
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ず…（中略）豊富なる材料を以て，分り易く話すことに工夫し，自省せしむる丈けの人格の権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）威を発揮すべく奮発せねばならぬのは，講師として常に覚悟すべきことである」。
　二、目よりする方法
　①図書印刷物
　②見学と視察，町村の字巡視
　③陳列館と品評会等
　④写真と絵はがき，活動写真と生きたる標本
　⑤接人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）　これらは，要するに「人の視覚に入るものを警戒し，善導するの用意」を説いたのである。
　三、肉よりする方法
　「肉よりする」というのは，実修・実行を重んじるということである。「夫れ教を立てずして
道あるは，我国の特徴ではないか，随神に言挙げせずして努力をのみ認むるは，我国の生命で
はないか，（中略）空想に陥るの弊を知って，実修を重んじ，実行を貴ぶは，我国古来の習慣
ではないか，道の存する所以ではないか」と説き進めて，「彼の形式に陥り口舌の術に因はる・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）者の如きは，真に我教育の賊」といっている。
　実修・実行を重んずべしとした項目はつぎの五つである。
　①労働日と労働祭
　②日誌と日計（家計簿のこと）
　③　手工と農事
　「農事」をあげているのは，農事を馬鹿にして手を出さぬ農家の子弟や地主のあるためであり，
米づくり以外の農事の工夫を説いたのである。
　④組合と共同事業
　⑤境遇
　これは，せねばならぬ境遇に立たせることをさしている。彼はこれを，教育・訓練・修養の
中で，最も有効なものとして把握している。
　こういう教育・訓練の主体は，団体と個人に分けて論じている。
　団体というのは，役場，学校，社寺，警察組合，諸会（農会，戸主会，母の会，青年会，在
郷軍人会等）のほかに，上級機関があげられており，ここには，政府，府県庁，郡市役所が入
り，大学，高等程度の学校，中学，国立試験場等も含めている。
　個人というのは町村の中心人物である。彼は，全国の町村数1万2千余，一町村に一人の優
れた町長がいれば，町村自治は1万2千有余の人間で左右できるとして，全国の町村長に奮起
を促している。
　山崎のいわゆる地域の名望家層，ことに在地の地主への信頼と期待には篤いものがあった。
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彼は，英国のカントリージェントルマンを高く評価していた。その点では徳富蘇峰の衣鉢を継
いでいる。日本のカントリージェントルマンとは良い地主すなわち，小作料は適正であり，農
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）業改良に投資し，地域の福祉や文化事業にも協力を惜しまず，趣味高尚な人格者と目された。
　そういう名望家層に頼む農村自治であり農民の教育・訓練である。彼はまた，「国」の「家」
への擬制化のアナロジーとして，「村」を「家」にたとえる思考法をとったが，そこでは地主
　　　　　　　　　　　14）層は公けの舅姑とされた。自治民育における前提としての「家族国家観」や指導者としての
名望家層への信頼という点では，山崎と井上はほぼ共通の立場に立つ。しかし，（すでにみた
ように）教育・訓練の方法や考え方は大いに異る。
　学ぶ者が学ぶたびに受ける無形のものの教化は，口舌をもってするものより幾倍の効果があ
るか計り知れぬ。人格は不言の教文，品格は不言の説教，ともに偉大な感化力をもつとして，
彼はまず方法における「感化」を強調した。そしてこれに次いで，「応化」を説く。指導者は，
時勢を知り進歩をわきまえ，文明の利器を応用することにも慣れて，人が時世に遅れずうまく
適応できるようにしてやらねばならぬ一それが「応化」である。
　感化力や応化力の根源を，山崎は民族の歴史と「国体」に帰していたのではなかったか。
　　　　N　　　｝　　　　　　N　　　N　　　　　　N　　　N「吾輩は創造，化育，成生の大生命が存する我が大和民族の歴史を思ひ，発展と向上が永久無
　　　　　　N　　　N　　　N　　　N　　　｝　　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　N　　　N
限なるべき，我国体の本領を考へて，吾等国民の間に更に大なる応化力の活動を輸して，所謂
東西の文明を陶冶完成するの大責務を尽くし，以て世界文明に貢献することの鮮明なるべきを，
　　　　　　　　　　　　　　15）千祈満疇して止まぬものである」。（傍点筆者）
　山崎の教育・訓練の方法論はつまるところ「化育・成生」論であろう。それは，自然の「化
育」「成生」に依存してきた農耕文明に根ざす感覚的論法であって論理性を欠くが，農民たち
には受け容れやすく親しみやすかっに違いない。山崎の主張やレトリックが多くの農民の心を
とらえ，強い滲透力をもったのは自然のなりゆきであった。
　　　　s　　　N　　　N　　　N　　　s　　　｝　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　N　　　｝　　　N　　　｝　　　N　　　N
　それを農本的自然主義と呼ぶならば，井上の官僚的合理主義との相違は明白である。
1）山崎延吉「地方改良談」内務省地方局編『地方改良事業講演集』　1909年　所収　515頁
2）山崎延吉『農村自治の研究』『山崎延吉全集』（1）に収録　山崎延吉全集刊行会　1935年　41頁
3）同　40頁
4）同　78頁
5）同　55頁
6）同　175頁
7）同　295頁
8）山崎延吉『農村教育論』『全集』（三）に収録　1914年　146頁
9）同　190頁
10）同　211頁
11）同　220頁
12）同　230頁
13）安達生恒『山崎延吉一農本思想を問い直す』リブロポート　1992年　141頁参照
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14）鹿野政直『戦前・「家」の思想』創文社　1983年　61頁参照
15）山崎延吉『農村教育論』前出　264頁
四、「重層」構造と「教化」の所産
　「官僚的合理主義」と「農本的自然主義」の対照性は明らかであろう。明らかであるが，「自
　　　　　　　　　　　へ　　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　　N治民育」において両者は分離するのではなくて重層する。平田・一木・床次らの思考の「政治
的合理性」が，井上の「論理的整合性」と合体したごとくに，である。
　明らかに性格を異にすると思われる井上と山崎の国民訓練の方法論が支えあうのはなぜか。
そこには異なる二つのものを媒介するはたらきをもつものがなければならない。
　第一に，国民訓練の目的論の合一である。すでにみたように，井上のそれは，「国運の発展
を支える良国民の形成」にあり，山崎の「忠良にして健全なる向上的の国民の養成」と重なる。
　第二は，井上には，「風化」概念への着眼と理解力があった。彼が対照的な違いをもつ山崎
を高く評価していたのはそのせいではないか。逆に，山崎には，農村の危機的状況のもとで，
その再建と繁栄に力をつくすという目的を等しくするものへの「応化」の姿勢があったろう。
個人的には官僚や役人の指導に好感をもっていなかった彼の「運動」への全面的協力は，「応化」
抜きには考えられまい。「応化」は，何の内容もないと考えられると同時に，そのために逆に
どんな内容でも勝手に押し込むことのできる，戸坂潤のいわゆる「日本イギオロギー」の特徴
　　　　　　　　　1）を備えた概念である。
　こうして，本来水と油のごとき「官僚的合理主義」と「農本的自然主義」の重層は，方法を
含んだ官民合体の国民訓練論として，あいまいで多義的でありながらむしろそのことによって
奇妙な説得力と現実的効力をもつ，「教化」という思想ならざる思想を形成した。
　あらためて言いなおせば，「教化」は，権力の被支配者に対するイデオロギー的同化作用に
ほかならないが，「自治民育」のそれは，主張や訓えの一方的な強制ではなく，教化対象の「応
化」を促し利用することで意図の効果的な達成を図るイデオロギー的成生作用であった。
　この「重層」に支えられた「運動」は，丸山真男の言う「日本の近代国家発展のダイナミズ
ム」の重要な部分に位置づけられよう。「ダイナミズム」というのは，「中央を起動とする近代
化…（中略）が地方と下層に波及・下降して行くプロセスと，他方，（中略）『むら』あるいは
『郷党社会』をモデルとする人間関係と制裁様式…（中略）が底辺から立ちのぼってあらゆる
国家機構や社会組織の内部に転位して行くプロセスと，この両方向の無限の往復から成ってい
　　　　　　　　　　2）る」というのであった。井上と山崎は，それぞれ，「天皇制支配のダイナミックスを決定する
、　、　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）　　　　　　　　、　、　、　、　、
内部の二契機」すなわち「権力国家と共同態国家という異質な二原理」にみあう発想と方法
N　　　N　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　　　ヨし　　N
の違いをもちながら，違いを生かし合う思想的仕組み（教化）を通して，等しく天皇制国家の
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強化に寄与したのであった。
　「運動」と「教化」の所産をどうみたらよいか。
　ここでもまた，第1回講習会における法制局参事官・柳田国男の講演は，主要なものの生起
を予告していたように思われる。
　彼は，「町村是」の作られ方を批判して，これには一つの模型があって，専門家や監督庁が
そろばんと筆で作ったようなものが多く，「真正の村是は村全体の協議に由るか少くも当局者
自身の手で作成せねばなりませぬ」と言った。とりくみの主体性の欠如に対する批判であるこ
とは明らかである。話の結びに近く，国民の二分の一プラスー人の説は多数説であるが，他の
二分の一マイナスー人の利益を顧みぬというわけには行かぬといっている。そして，「仮に万
人が万人ながら同一希望をもちましても，国家の生命は永遠でありますからは，予め未だ生ま
れぬ数千億萬人の利益をも考へねばならぬ。況や我々は既に土に帰したる数千億萬の同胞を
持って居りまして，其精霊も亦国運発展の事業の上に無限の利害を抱いて居るのであります」
　　　　4）と語った。これが上に立つ者の見識をただしたものであることは言うまでもないが，反対意
見もしくは少数者への配慮を説いた前段はともかく，後段はいかにも柳田らしく含意豊かでい
ろいろに解釈できるし，聴衆もとまどったのではなかったか。
　地域には地域の過去が眠っており，それにつながるかたちで未来も埋っている。柳田は，
「町村是」にみられるような地域の画一的な把握（その延長としての画一化）や，「神社合併」
に象徴されるような住民の複雑微妙な心情世界の官僚的統制に懸念を抱いていた。この講演が
すでに，個性的な相異をもった日本の諸地域の習俗や慣行と，そこに生きた常民の心意現象を
内在的に問いつめようとする柳田の学問の将来の豊かさを暗示すると同時に，それを奪われて
いく「国民」の貧しさをも予告している。
　「国民」が蒙った制度上の，また内面的な「貧しさ」とは何か。
　第一に，権利としての自治観あるいは自治意識の埋没がある。
　福沢諭吉の『分権論』（1877年）は，近代日本における地方自治に関する最も早い問題提起
として知られている。彼の分権論の背景には，不平士族対策と外国との競争への備えという多
分に国策的発想があったが，それでも一国人民が，「自治の地位を占め自治の精神を養ふの路は，
地方の治権を執て公共の事に参与するより外に，実地の良策ある可らず」と，その主体性を尊
　　　　　　　　　　　　　　5）重する考えを示していたのである。
　それが植木枝盛にいたって，権利としての地方自治論へと明らかな前進がみられた。しかも
民権派の主張は，「権利通義」の言い方で，権利とともに「通義」（広く一般に通用する道理）
の自覚もはらんでいたのであって，一木善徳郎が嫌悪したような権利だけの主張ではなかった。
そういう主張の継承者でありえたはずの地域住民の自治にかかわる自主性の稀薄さは，当然，
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権利としての自治の観念の衰退・埋没に通じていた。
　第二に，地域の地方への平準化・画一化があげられる。地域社会は，「その組織基準・価値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）基準をすべて国家に淵原させたところの行政町村」すなわち，中央を支えるべき地方として
造り変えられていった。
　第三に，地方名望家層の体制内化の問題がある。明治10年代を通じて，彼らの少なからぬ部
分は，自由民権運動の直接の担い手もしくは支援者であった。その変貌の道すじは，かつて熊
本に民権運動の有力な拠点「大江義塾」を組織した徳富蘇峰が先導している。
　第四に，道徳の社会的位置づけの消極化とも呼ぶべき問題があげられる。近代日本において，
道徳の社会的位置づけは三転四転している。近代の初頭，道徳は文明と立国の基礎に位置づけ
られ探求された。福沢諭吉がおり，中村正直がいた。それは次に，天皇制国家の精神的基盤に
位置づけられ，反転して「恩賜の民権」を「回復民権」と肩を並べさせる必須の条件として，
学術との緊張をはらむ結びつきが提起された。言うまでもなく，中江兆民の「道徳の元気」と
「学術の滋液」である。そして，四転して経済との結合であった。ここでこそ本来経済との間
に緊張関係をはらむべき道徳の位置が，詮じつめれば経済発展の手段におとしめられていたこ
とはすでにみた。両者の結合を説いていた平田東助も第3回「講習会」における訓示では，欧
米諸国との経済力の較差の巨大なるを根拠として，「然らば経済上に於ける自治開発の最も急
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s　　　s　　　s　　N　　　N要なることは誠に明瞭なりとす」とのべて，その線での「地方改良の実績を挙げられんことを
　　　　　　　　　　　　　　7）切に望む」と訴えたのであった。
　第五に，「帝国イデオロギーとしての家族国家観」の，学校教育と連動した国民的拡充をあ
げなければならない。
　1910（明治43）年に，「家族国家観」を骨組にすえた第二期・修身教科書が登場しているが，
それははやくも，「韓国併合」も「天皇陛下の御威徳に基づくなり」（巻6第4課）としており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　み　い　つしだいに世界を「家」としてそれを導く天皇の御陵威とわが国の進路を説く方向へ発展してい
く。「地方改良運動」の中でも，それは，農村における階級対立の解消装置というような保守
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）的機能から進み出て，より積極的な「帝国イデオロギー」として発展を遂げていくのである。
　中江兆民が念じたデモクラシーの「人民」的根底は見定め難く，逆に，天皇制国家主義の土
壌は「重層」的に打固められていった。
1）戸坂潤「ニッポン・イデオロギー」『戸坂潤全集』第2巻所収　動草書房　1966年　295頁参照
2）丸山真男『日本の思想』岩波新書　47頁
3）藤田省三『天皇制国家の支配原理』　未来社　1966年　11頁
4）柳田国男「農業経済談」『地方改良事業講演集』上　前出　所収　557頁
5）福沢諭吉『分権論』『福沢諭吉全集』第4巻所収　岩波書店　1959年　289頁
6）宮地正人『日露戦後政治史の研究』前出　126頁
7）第2回　第3回『地方改良講演集』下　前出　6頁
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8）堀尾輝久「体制再統合の試みと『帝国』イデオロギーの形成一社会主義への対応を基軸
として一」　日本政治学会編『日本の社会主義』岩波書店　1968年　参照
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